
療育手帳に係る判定基準統一化の検討進捗報告
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療育手帳制度の概要

１ 概要
知的障害児・者への一貫した指導・相談を行うとともに、これらの者に対して各種の援助措置を受けや

すくするため、児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して、都道
府県知事、指定都市市長又は児童相談所を設置する中核市の市長が交付する。

根拠：療育手帳制度について（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知）
※ 本通知は、療育手帳制度に関する技術的助言（ガイドライン）であり、各都道府県知事等は、本通知

に基づき療育手帳制度について、それぞれの判断に基づいて実施要綱を定めている。

２ 交付対象者
児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害であると判定された者に対して交付する。

３ 障害の程度及び判定基準
重度（Ａ）とそれ以外（Ｂ）に区分
○重度（Ａ）の基準

① 知能指数が概ね３５以下であって、次のいずれかに該当する者
○食事、着脱衣、排便及び洗面等日常生活の介助を必要とする。
○異食、興奮などの問題行動を有する。

② 知能指数が概ね５０以下であって、盲、ろうあ、肢体不自由等を有する者

○それ以外（Ｂ）の基準
重度（Ａ）のもの以外

なお、交付自治体によっては、独自に重度（Ａ）とそれ以外（Ｂ）を細分化している場合もある。

４ 交付者数（令和４年度末現在） （令和４年度福祉行政報告例）
1,249,939人（重度（Ａ）：434,164人、それ以外（Ｂ）：815,775人）
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12．療育手帳の在り方について

（１）現状・課題

○ 療育手帳は、現時点で法的な位置づけはなく、各自治体が自治事務として運用して
おり、自治体ごとに検査方法等の判定方法や、ＩＱの上限値や発達障害の取扱い等
認定基準にばらつきあり、手帳所持者が他の自治体に転居した際に判定に変更が生
じる可能性や、正確な疫学統計が作成できない状況等が指摘されている。

（２）今後の取組

○ 療育手帳制度の運用の地域差により不都合が生じることがないよう、全国統一的な
運用を目指すべきという意見があることを踏まえ、国際的な知的障害の定義や自治体
の判定業務の負荷等を踏まえた判定方法や認定基準の在り方、比較的軽度な知的障
害児者への支援施策の在り方、統一化による関連諸施策への影響及び法令上の対
応等も含め、引き続き、令和４年度から実施予定の調査研究を着実に進める等、幅広
く調査研究を続けるべきである。

○ その際には、療育手帳制度に自治体や当事者等が幅広く関係していることを踏まえ、
これらの関係者に調査研究や検討のスケジュールを示しながら、進めるべきである。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて（報告書）

令和４年６月１３日
社会保障審議会障害者部会
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療育手帳に係る研究成果の概要（１）

4

◎平成30年度の障害者総合福祉推進事業において、認定基準及び認定方法の実態について調査を行い、認定の実態
を把握した上で、令和２年度から３年度にかけての厚生労働科学研究において、複数ある「知的機能」及び「適応行動
尺度」の認定方法の比較検証等を実施

◎認定基準及び認定方法について調査（129機関）⇒認定基準及び認定方法にばらつきがある
・障害程度区分の数：２～７区分（４区分が54.3%）
・各判定機関におけるボーダーライン（IQ）：概ねIQ75が52%、概ねIQ70が27%
※IQ80～89で発達障害の診断を受けた者、IQ76～91で発達障害の診断等というものなどもあり）
・知能検査に使用されるツール：ビネー系が96.1%、ウェクスラー系が51.2%、その他が49.6％（複数回答）
・適応行動の尺度：「S-M式社会生活能力検査」48.1%が「日本版Vineland-Ⅱ」が6.4% 等

◎児童相談所・知的障害者更生相談所向けアンケート調査（209カ所）
⇒療育手帳の判定に用いられている情報の収集の範囲に大きなばらつきあり
◎成人一般（418人）及び知的障害者（33人）のデータを用いた判別精度の検証（※18歳未満の集団での検証は未実施）
⇒「知的機能」、「適応行動尺度」単独で評価するより、両者の合成値を用いて判定するほうが、判別において高い精度を有していた
◎心理アセスメント検査の国際的評価モデルを用いた複数の検査方法の比較評価
⇒「知的機能」は「ウェクスラー式」、適応行動尺度は「Vineland-Ⅱ」が他の方法より優れているが、その方法を用いることには、検査時間の長さや
費用負担の増加の懸念が挙げられた

｢療育手帳に係る統一的な判定基準の検討ならびに児童相談所等における適切な判定業務を推進させるための研
究｣(厚生労働科学研究費補助金 研究代表者：辻井正次 令和２年度～３年度(２カ年))

「知的障害の認定基準に関する調査研究」（H30障害者総合福祉推進事業）

令和２年度

◎療育手帳を取得済み又は取得予定の幼児から成人までの90名に対し、ビネー式知能検査、ウェクスラー式知能検査（幼児はK式知能検査も実
施）、日本版Vineland-Ⅱ適応行動尺度、S-M式社会生活能力検査（中学生まで）を並行して実施
⇒ビネー式知能検査等による比例IQと、ウェクスラー式知能検査による偏差IQの結果の差異を明らかにする
⇒比例IQを偏差IQに変換する換算式を検証

令和３年度

-1481-



知的障害の認定基準に関する調査研究結果概要

注１）判定に際しては、知能指数のみでなく、適応行動尺度等も含めて総合的に判断される。また、知的障害以外（身体障害等）の障害
程度を勘案しているところは８５．３％

27%

52%

21%概ねIQ70

概ねIQ75

その他

［その他の例］
・ＩＱ８０～８９で発達障害の診断を受けた者

・おおむね７１～７９で、１４才以上、自閉性障害等診断、
かつ判定機関の長が必要と認めた場合

・ＩＱ７６～９１で、発達障害の診断、判定機関の長が必要
と認めたもの

・ＩＱ・ＳＱの合計がおおむね１０１～１４０

・知能指数が境界線級であり、かつ、自閉症、自閉症候
群、自閉性障害、アスペルガー症候群、自閉症スペクト
ラム症と評価され、更生相談所長が必要と認めた場合

各判定機関におけるボーダーライン

障害の程度区分の数

区分数

Ａ３　ＩＱ36～50＋身障１～３級

Ｂ１（中度）　ＩＱ36～50

Ａ３　ＩＱ36～50＋身障１～３級

Ｂ１（中度）　ＩＱ36～50

ａ２　ＩＱ21～35＋身障１・２級 ａ４　ＩＱ36～50＋身障１～３級

ａ３　ＩＱ21～35 ｂ１　ＩＱ36～50

不明 6 4.7%

5 9.3%

2 12.4%

3 7.0%

54.3%4

Ｂ３　ＩＱ80～89で発達障害Ａ１（最重度）～ＩＱ20 Ａ２（重度）ＩＱ21～35
Ｂ２　ＩＱ51～70又は

社会適応が困難な場合は79まで6

7 0.8%

区分の例

Ａ（重度）～ＩＱ35

ａ１　～ＩＱ20 ｂ２　ＩＱ51～75 ｂ２　ＩＱ76～89＋判定会議

Ｂ（中軽度）ＩＱ36～75

Ａ（重度）～ＩＱ35 Ｂ１（中度）ＩＱ36～50 Ｂ２（軽度）ＩＱ51～70

Ａ１（最重度）～ＩＱ20 Ａ２（重度）ＩＱ21～35 Ｂ１（中度）ＩＱ36～50 Ｂ２（軽度）ＩＱ51～75

Ａ１（最重度）～ＩＱ20 Ａ２（重度）ＩＱ21～35 Ｂ２（軽度）ＩＱ51～75

15

1

機関数

16

9

70

12

11.6%

ＩＱ
高低

5【H30年度障害者総合福祉推進事業「知的障害の認定基準に関する調査研究」報告書より作成】-1482-



知的障害の認定基準に関する調査研究結果概要

注４）S-M社会生活能力検査・・・社会生活能力を「自立と社会参加に必要な生

活への適応能力」と定義し、子どもの日頃の様子から社会生活能力の発
達を捉える検査。（出典「（株）日本文化科学社ＨＰ」）

注５）Vineland-II適応行動尺度・・・同年齢の一般の人の適応行動をもとに，発

達障害や知的障害，あるいは精神障害の人たちの適応行動の水準を客
観的に数値化できるのが大きな特徴。（出典「（株）日本文化科学社Ｈ
Ｐ」）

注６）ASA旭出式社会適応スキル検査・・・適応行動が4スキル（言語スキル／

日常生活スキル／社会生活スキル／対人関係スキル）に分けられ、同じ
年齢集団内での相対評価がなされるほか、スキルを構成する下位領域
については個人単位で長所・短所の個人内評価ができるようにプロ
フィールが描かれる。 （出典「（株）日本文化科学社ＨＰ」）

適応行動の尺度について

知能検査について

1（0.8％）

64（49.6％）

66（51.2％）

124
（96.1％）

0 50 100 150

無回答

その他

ウェクスラー系

知能検査

ビネー系

知能検査

知的障害の判定に使用されるツール（複数回答）

1（0.8％）

41（33.1％）

49（39.5％）

91
（73.4％）

0 20 40 60 80 100

無回答

田中ビネー

知能検査Ⅴ

改訂版鈴木ビネー

全訂版田中ビネー

ビネー系知能検査の内訳（複数回答）

注２）ビネー式知能検査・・・1905年にフランスのＡ．ビネーとＴ．シモンが開発した知能検査であり、日本においては、田中寛一が発表した「田中ビネー知能検

査」や鈴木治太郎が発表した「鈴木ビネー知能検査」等がある。このうち田中ビネー知能検査の特徴としては、まず、多角的な総合検査であることが挙げら
れる。これは、知能を各因子に分かれた個々の能力の寄せ集めと考えるのではなく、一つの統一体としてとらえようとするビネーの知能観に基づいて開発
されている。（出典「独立行政法人国立特別支援教育総合研究所ＨＰ」）

注３）ウェクスラー式知能検査・・・アメリカのウェクスラーによって開発され、検査対象児・者の年齢に合わせて、主に幼児を対象とした「ＷＰＰＳＩ」、児童生徒を
対象とした「ＷＩＳＣ」、成人を対象とした「ＷＡＩＳ」がある。この検査の最大の特徴は、全般的な知能水準が測定できることに加えて、「言語性の知能指数（ＶＩ
Ｑ）」と「動作性の知能指数（ＰＩＱ）」の二つの知能発達の様相を見ることができるところにある。（出典「独立行政法人国立特別支援教育総合研究所ＨＰ」）

18（14.0％）

71
（55.0％）

1（0.8％）

6（4.7％）

62
（48.1％）

0 20 40 60 80

無回答

その他

ASA旭出式社会

適応スキル検査

Vineland-II
適応行動尺度

S-M社会生活

能力検査

適応行動（生活能力）の尺度としているもの（複数回答）
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◎複数の知的機能検査の並行実施による有効性の比較検証 
・療育手帳を取得している、もしくは取得する予定である幼児から成人までの90名に対し、ビネー式知能検査、ウェクスラー式知能検
査（幼児はK式知能検査も実施）、日本版Vineland-Ⅱ適応行動尺度、S-M式社会生活能力検査（中学生まで）を並行し
て実施
⇒ビネー式知能検査等による比例IQと、ウェクスラー式知能検査による偏差IQの結果の差異を明らかにする
⇒比例IQを偏差IQに変換する換算式を検証

｢療育手帳に係る統一的な判定基準の検討ならびに児童相談所等における適切な判定業務を推進させるための研究｣
（厚生労働科学研究費補助金 研究代表者：辻井正次 令和２年度～３年度（２カ年））

令和３年度の療育手帳に係る研究成果の概要

◎知的障害の診断の国際標準であるICD-11に基づいた療育手帳の判定の方法、基準、重症度区分の具体案
◎検査時間の長さや費用の高さ等による実務上の懸念に対応するための、児童用のアセスメントツールの開発
◎ICD-11に基づく知能検査及び適応行動評価を実施するためのトレーニングを受けた専門家の養成
◎ウェクスラー式知能検査以外の、現在実施されている知能検査での実施の場合の比例IQから偏差IQへ換算する方法
◎ICD-11に準拠した判定を行った場合に、現在療育手帳を取得できている人が取得できなくなり、必要な支援を受けられなくなること
を防ぐための施策

◎児童相談所・知的障害者更生相談所向けアンケート調査（２０９カ所）
・現在療育手帳の判定に用いられている情報の範囲や内容を確認したところ、収集している情報の範囲には大きなばらつきが認められるものの、「知的機能・発達
状況の測定」、「日常生活の状況の聴取」、「医療・健康面のチェック」は過半数の機関で行っていた
・「ウェクスラー式」や「Vineland-Ⅱ」を導入する場合の現場の受け止めや課題等について確認したところ、検査時間の長さや費用負担の増加の懸念が挙げられた
◎成人一般（418人）及び知的障害者（33人）のデータを用いた判別精度の検証
・「知的機能」、「適応行動尺度」単独で評価するより、両者の合成値を用いて判定するほうが、知的障害者の判別において高い精度を有していた（※18歳未満
の集団での検証は未実施）

◎心理アセスメント検査の国際的評価モデルを用いた複数の検査方法の比較評価
・「知的機能」については現在普及している「ビネー式」より「ウェクスラー式」が、適応行動尺度については現在普及している「S-M社会生活能力検査」より
「Vineland-Ⅱ」が基準値の質、信頼性、妥当性の観点で他の方法より優れていた

令和２年度の主な成果

令和３年度の主な成果

療育手帳の基準の統一化を図るために必要であると示唆されたこと

7-1484-



療育手帳に係る研究成果の概要（２）

8

◎令和３年度までの調査研究及び研究事業の成果を踏まえ、令和４年度から６年度にかけて、厚生労
働科学研究及び障害者総合福祉推進事業において、それぞれ次の研究を進めている。

「療育手帳の交付判定及び知的障害に関する専門的な支援等に資する知的能力・適応行動の評価手法
の開発のための研究」（厚生労働科学研究費補助金 研究代表者：辻井正次 令和４年度～６年
度）
○ 令和４年度、５年度において、次の成果を得た上で、
・ 知的機能および適応行動を簡便かつ短時間に評価できる療育手帳の判定向けアセスメントツール
(ABIT-CV)の開発、ツールの基準関連妥当性の検証
・ 療育手帳の判定基準を行う機関・部署の所属長や判定業務にかかわる職員を対象とした説明会を
実施し、判定業務でツールを利用する上での懸念や意見の聴取

○ 令和６年度においては、
・ ABITの標準化の継続、ABITの実装試験、関連団体および関連学会からの意見聴取、判定業務
を行う職員の研修を行う予定

○ 療育手帳の運用方法の統一化の検討に向けて、関連諸施策や関係機関への影響等を検討するため、
・ 国内及び国外の実態について知見を得ること（令和４年度）
・ 想定される影響や課題について検討を深め、今後の議論を行うにあたっての論点整理(令和５年度)
を実施し、

・ 令和６年度においては、実施療育手帳の運用方法の統一化を進めた場合に想定される影響や課題
について、判定や支援の場における運用に向けた具体的な方法の整理やガイドラインの策定を行う事を

目的として実施する予定

厚生労働科学研究

障害者総合福祉推進事業
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障害者総合福祉推進事業の実施
令和４年度 障害者総合福祉推進事業に係る公募について（１次公募）＜抜粋＞

（令和4年2月22日公表）

指定課題１：療育手帳その他関連諸施策の実態等に関する調査研究

事業概要：
療育手帳は、厚生事務次官通知に基づき、各自治体が自治事務として実施しているが、対象者の判定方
法や認定基準等にばらつきがあるため、統一化の必要性が指摘されている。一方、療育手帳は知的障害
児者への様々な支援に結び着いているため、統一化を進めた場合の影響について慎重に検討する必要
がある。本事業は、療育手帳の運用方法の統一化の検討に向けて、関連諸施策や関係機関への影響、
比較的軽度の知的障害児者への支援のあり方等について検討するため、国内及び国外の実態について
網羅的かつ俯瞰的に知見を得ることを目的とする。

想定される事業の手法・内容：
・ 障害者手帳の判定業務に関する実態調査（知的障害者更生相談所、児童相談所、精神保健福祉セン
ター向けのアンケート調査等）

・ 知的障害児者への支援の実施状況に関する調査（知的障害者更生相談所、児童相談所、市町村、その
他関係機関向けのアンケート調査等）

・ 外国における知的障害児者への支援の実態に関する調査（文献調査等）
・ 我が国の国際基準に基づく知的障害や発達障害のある者の数に関する調査（文献調査等）
・ 有識者によるアンケート調査票の内容の検討、調査結果の評価、それを踏まえた療育手帳の運用の統
一化に向けた提言等

補助基準額：年間 12,000 千円を上限とする

期間： 令和４年度（単年度）

9-1486-
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障害者総合福祉推進事業の実施
令和５年度 障害者総合福祉推進事業に係る公募について（１次公募）＜抜粋＞

（令和５年３月27日公表）

指定課題１：療育手帳その他関係諸施策との関係性と影響についての調査

事業概要：
療育手帳において、対象者の判定方法や認定基準等のばらつきがあり、療育手帳の運 用方法の統一化
に向けた検討の必要性が指摘されている。療育手帳の交付判定及び知的 障害に関する専門的な支援等
に資する知的能力・適応行動の評価手法の開発のための研 究の内容も踏まえ、療育手帳の運用方法の
統一化を進めた場合に想定される影響や課題 について検討を深め、今後、運用方法の統一化に向けた
議論を行うにあたっての論点整理 を目的とする。

想定される事業の手法・内容：
・有識者によるアンケート調査の調査結果の評価、それを踏まえた療育手帳の運用の統 一化に向けた提
言等

・有識者による議論のために、必要に応じてアンケートやヒアリング等の追加調査によ る情報収集を検討
する。

補助基準額：年間 9,000 千円を上限とする

期間： 令和５年度（単年度）

13-1490-



 

療育手帳その他関係諸施策との

関係性と影響についての調査

【調査結果概要】

• 厚生労働省 令和５年度 障害者総合福祉推進事業

14-1491-



 

【まとめ】
論点整理及び今後の検討に向けて①

論点１：療育手帳制度の前提について、どのように共通認識を図るか？

 本事業では、過去の調査結果等を踏まえ、療育手帳の運用の統一化を進めた場合に想定される影響や課題等についての検討を深め、今後議論を行
うにあたっての論点整理（懸念点の洗い出し）を目的に実施した。

 本検討委員会での議論を踏まえ、今後の論点として、3点から整理した。

 厚生事務次官通知・厚生省児童家庭局長通知に基づき、各都道府県市で運用されている療育手帳制度について、検討委員会での議論を通じて、
通知上で明確に示されていない療育手帳制度における知的障害の判定基準の明確化の必要性や、実態に即した目的の再考等の指摘があった。

 今後の検討の方向の1つとして、対象や目的といった療育手帳制度の前提における共通認識を図ったうえで、具体的な運用の統一を検討するこ
とが考えられる。

各論 今後の整理・検討事項として想定されること

（１）療育手帳制度の対象

①知的障害の判定基準  療育手帳制度における知的障害の判定基準の検討

②障害の程度の区分  療育手帳制度における知的障害や、区分の位置付け・定義の検討

（２）療育手帳制度の目的

①各種援助措置を受けやすくすること  知的障害を伴わない発達障害児者の療育手帳の所持・活用状況に関する実態の
整理

②一貫した相談を行うこと  知的障害児者への支援において、療育手帳制度に求められる相談支援機能と期
待される役割の検討

 知的障害児者等への支援のため、必要に応じて検査結果等を共有する場合の提
供方法やその留意点等の整理・検討

（３）療育手帳の判定体制・フロー

―  療育手帳の判定において、児童相談所・知的障害者更生相談所以外の機関（医
療機関や児童発達支援センター等）で実施された検査結果の活用可能性の検討

 自機関以外での判定業務の実施可能性の検討
 児童相談所・知的障害者更生相談所における標準的な判定業務・フローの検討

調査
実施
概要

調査結果
まとめ児相・知更

相調査
相談支援事
業所調査

ヒアリング
調査
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【まとめ】
論点整理及び今後の検討に向けて②
論点２：療育手帳の判定・交付における運用統一をどのように考えるか？
 論点１の前提について共通認識を図った後、療育手帳の判定・交付場面における具体的な運用統一の方向性に関して、以下の４点が考えられる。

各論 今後の整理・検討事項として想定されること

（１）判定方法

―  判定方法の運用統一の方向性の検討
 現在交付されている対象のうち、判定方法の運用統一によって、何らかの影響
が見込まれるケース像、具体的な影響の整理

 判定ツールの運用統一に向けての取組みの検討

（２）判定時の勘案事項

①知的機能と適応行動以外の勘案事項  知的機能と適応行動以外を勘案している場合（特に知的障害の重症度以外を勘
案して区分を重くする場合）、その判断基準や勘案方法、総合評価への反映状
況の把握

 知的機能・適応行動以外の勘案事項や勘案方法の整理

②年齢  療育手帳の判定基準の統一化の検討とともに、低年齢や成人期以降の新規判
定・交付等、通常の判定プロセスでは判定が難しい場合の療育手帳の判定・交
付方法の検討

③医学的所見等の取扱い  医学的所見等を確認することが望ましいケースや、確認方法、勘案方法、判定
機関における体制面の負担、留意点等の整理

（３）再判定

―  現在の判定体制や再判定時期の取り決め状況についての整理
 再判定の対象と時期の考え方についての検討

（４）その他

調査
実施
概要

調査結果
まとめ児相・知更

相調査
相談支援事
業所調査

ヒアリング
調査
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【まとめ】
論点整理及び今後の検討に向けて③
論点３：療育手帳に紐づくサービス等をどのように考えるか？
 療育手帳の運用統一の方向性によって、判定結果、そして療育手帳に紐づくサービス等への影響は様々想定されるため、具体的な統一の方向が
定まらないうちは、具体的な影響の整理は難しい。

 本調査事業では、療育手帳に紐づくサービス等として指摘された諸施策の状況と、交付対象の違いから運用統一による影響への懸念等、今後の
検討に向けた考え方を整理した。

各論 今後の整理・検討事項として想定されること

（１）療育手帳に紐づく関連諸施策等の状況及び今後の検討に向けた考え方

―  知的障害を伴わない発達障害児者の療育手帳の所持・活用状況に関する実態の
整理【再掲】

 （運用の統一の方向性が整理された後）運用統一による具体的なサービス等へ
の影響の整理

 交付対象の範囲が変わる場合は必要な支援を提供する方策等の検討

今後の検討に向けて
 本調査事業にて論点整理を行う中で、今後の療育手帳の運用統一の検討に向けて、さらに実態等の整理が必要と思われる事項として、以下の3点が
考えられた。

① 判定方法に関する運用統一の仮定に基づいた、判定現場等において想定される影響・課題の整理：
厚生労働科学研究において開発されている判定ツールの動向を踏まえながら、仮に知的機能と適応行動の2軸から判定するとした場合に判定機
関が選択しうる判定方法の整理や、判定方法に変化・影響が生じる場合にその具体的な内容の整理等、具体的な仮定に基づいた判定現場等に
おいて想定される影響・課題の整理が必要と考えられる

② 判定状況に関する実態の把握：
療育手帳の目的と判定機関における判定体制や業務負荷を踏まえた、判定のあり方の検討を行うためには、再判定・更新の状況や、医療機関
等の外部機関を活用した判定の状況、介護度等の知的機能・適応行動以外の勘案事項や勘案方法等、一部不足する判定状況に関する情報収集
が必要と考えられる

③ 交付対象の運用に差が見られるケースの療育手帳の保有状況等に関する実態の把握：
知的障害を伴わない発達障害等、交付対象の運用に差が見られるケースは、今後の運用統一の方向によっては何らかの影響を受けやすい方々
であると推察される。運用統一による影響・課題を整理する前段階として、まずはこのようなケースにおける療育手帳の保有状況や、療育手
帳によって利用できているサービス、他障害者手帳との使い分けの状況等、実態の把握が必要と考えられる

調査
実施
概要

調査結果
まとめ児相・知更

相調査
相談支援事
業所調査

ヒアリング
調査
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障害者総合福祉推進事業の実施
令和６年度 障害者総合福祉推進事業に係る公募について（１次公募）＜抜粋＞

（令和６年２月１９日公表）

指定課題２：療育手帳その他関係諸施策との影響や課題についての調査

事業概要：
療育手帳において、対象者の判定方法や認定基準等のばらつきがあり、療育手 帳の運用方法の統一化
に向けた検討の必要性が指摘されている。療育手帳の交付 判定及び知的障害に関する専門的な支援等
に資する知的能力・適応行動の評価手 法の開発のための研究の内容も踏まえ、療育手帳の運用方法の
統一化を進めた場 合に想定される影響や課題について、判定や支援の場における運用に向けた具体 的
な方法の整理やガイドラインの策定を行う事を目的とする。 

想定される事業の手法・内容：
・有識者による療育手帳関連調査や研究の内容を踏まえた、療育手帳の運用の 統一化による判定や支援
の場における運用に向けた提言等

 ・有識者による議論のために、必要に応じてアンケートやヒアリング等の追加 調査による情報収集を検討

補助基準額：年間 10,000 千円を上限とする

期間： 令和６年度（単年度）
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厚生労働科学研究の実施

令和４年度 厚生労働科学研究費補助金公募要項（一次） 令和３年12月21日公表

障害者政策総合研究事業
ＧＣ－１４ 公募研究課題 ＜抜粋＞

（１）研究課題名
療育手帳の交付判定及び知的障害に関する専門的な支援等に資する知的能力・適応行動の評価手法の開
発のための研究（２２ＧＣ１４０１）

（２）目標
療育手帳の交付判定や知的障害に関する相談指導等に必要となる知的能力・適応行動の評価手法は、自
治体ごとに異なることが指摘されており、標準化や質の向上を進める必要がある。本研究は、療育手帳の交
付判定や、知的障害児者の地域生活に対する必要な支援の検討等において、全国の自治体が広く活用でき
る、知的能力・適応行動に関する簡便かつ効果的な評価手法の開発と検証を行うことを目標とする。

（３）求められる成果
・ 全国の自治体が広く活用することが可能な、知的能力・適応行動に関する簡便かつ効果的な評価手法の

開発。
・ 評価手法による判定結果と必要とされる支援の内容との関係性に関する、実際のデータに基づいた検証の

実施。
・ 評価手法の判定結果の専門的相談指導における効果的な活用方法についての整理。
・ 開発した評価手法の活用方法に関する研修の実施。

（４）研究費の規模等※
研究費の規模： １課題当たり年間 18,000 千円程度※（間接経費を含む）
研究実施予定期間： 最長３年間 令和４年度～令和６年度
新規採択課題予定数： １課題程度※

19-1496-



◎ABITの標準化の継続
・前年度の調査結果を踏まえ、療育手帳および重症度の判定用のアプリケーション（ABIT-CV得点換算アセスメント）を併せて開
発する。
◎ABITの実装試験
・児童相談所・知的障害者更生相談所においてABITを使用したり療育手帳の判定の施行を行う。
◎関連団体および関連学会からの意見聴取
◎判定業務を行う職員の研修

｢療育手帳の交付判定及び知的障害に関する専門的な支援等に資する知的能力・適応行動に評価手法の開発のための研究｣
（厚生労働科学研究費補助金 研究代表者：辻井正次 令和４年度～６年度（３年計画の２年））

令和４～６年度の療育手帳に係る研究成果の概要

◎療育手帳判定用アセスメントツールの開発（ABIT:Adaptive Behavior and Intelligence Test）・標準化
・知的機能および適応行動を簡便かつ短時間に評価できる療育手帳の判定向けアセスメントツールの開発。ABIT-CVは知的機
能の評価のパートと適応行動の評価パートに分かれている。
・一般群（全国の一般母集団サンプル）と臨床群（療育手帳が交付されている知的障害児者）を対象として、ABIT-CVの基
準関連妥当性の検証を行っている。

◎児童相談所および知的障害者更生相談所への説明会の開催
・療育手帳の判定基準を行う機関・部署の所属長や判定業務にかかわる職員を対象とした説明会の実施。
・判定業務でABIT-CVを利用する上での懸念や意見の聴取を行った。

令和４・５年度の主な成果

令和６度の主な取り組み（予定）

20-1497-



・令和６年度 Ｒ５年度推進事業報告書をふまえた検討等 （障害者総合福祉推進事業）
・令和４～６年度 知的障害に関する判定方法等の見直しのための研究 （厚生労働科学研究）

（知的能力・適応行動アセスメントツールの開発）
等

○ 最新の国際的な知的障害の定義を踏まえた認定基準の在り方
○ 療育手帳の判定や支援ニーズの把握に用いる、標準化された心理検査（知能・適応行動）の開発・
普及・運用方法の検討

○ 知的障害者更生相談所、児童相談所、市町村等の知的障害者を支援する関係機関の役割分担や連携
の在り方

療育手帳の在り方の検討について

○ 療育手帳は、知的障害児者に一貫した各種支援を届けやすくするための制度であるが、法的根拠が
なく、国から知的障害に関する判定基準が示されていないため、自治体ごとに交付対象の範囲にばら
つきがあり、手帳所持者が他の自治体に転居した際に判定に変更が生じること等が指摘されている。

○ 令和４年６月、社会保障審議会障害者部会による「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しに
ついて（報告書）」において、療育手帳の在り方に関して、「国際的な知的障害の定義や自治体の判
定業務の負荷等を踏まえた判定方法や認定基準の在り方、比較的軽度な知的障害児者への支援施策の
在り方、統一化による関連諸施策への影響及び法令上の対応等も含め、引き続き、令和４年度から実
施予定の調査研究を着実に進める等、幅広く調査研究を続けるべきである。」と指摘されたところ。

背景

検討課題

現在の取り組み

令和６年４月
厚生労働省障害保健福祉部

21-1498-
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